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2025年度 第１四半期 決算説明会 質疑応答要約 

 全体  
Q）2025年度第1四半期の売上収益・事業セグメント利益について、社内計画に対する達成度

は。  
A）社内計画に対し、売上収益は全社で約45億円の上振れとなったが、為替のプラス影響があったた

め、実質約20億円の下振れとなった。下振れたのは、主にIP事業。加えて、ニッセイ・N&C事業に
ついてもわずかに下振れた。それ以外の事業はほぼ計画線。 
事業セグメント利益については、全社で約45億円の上振れとなった。為替影響を除いても、実質約
40億円の上振れ。P&S事業を中心に、IP、マシナリー、P&H事業において上振れた。経費の後ろ
倒しに加え、米国関税政策の影響を受け経費コントロールを実施したことなどが要因。 

 
Q）対社内計画で、経費を抑制できたとのことだが、販促費が対前年で増加している背景は。 
A）販促費は主にP&S事業で増加している。P&S事業では、昨年の第1四半期に製品本体の供給制

約があったため、販促費が抑制されていた。対して、今年は製品本体の供給が十分であり、販売数
量の増加にともない販促費も増加している。前年との比較で増加しているのであって、過剰に使用し
ているわけではない。 

 
Q）2025年度第1四半期における追加関税の実質負担額は。セグメント別の内訳があれば教えて

ほしい。  
A）第1四半期は、販売会社の手持ち在庫で多くをカバーできたこともあり、追加関税負担は軽微で、

10億円に満たない程度。事業別では、主にP&S事業とIP事業で影響を受けた。 
 
Q）期初予想では、追加関税負担が約215億円で、それに対する対応策と販売減少リスクを加味

すると、関税影響を除いた当初の社内計画からは50億円の減益を見込むとの説明だった。今回
どのように変わったのか。 

A）追加関税負担額については、期初の時点では、中国が145％、それ以外の国・地域が10％を前
提として、約215億円と算出していた。第1四半期において、生産・出荷調整を計画通り実施した
上で、各国の税率変更を反映した結果、関税負担が約160億円に減少している。 
この約160億円の利益へのマイナス影響に対しては、値上げや経費コントロールなどの対応策を実
施して吸収するため、ネットでの影響は期初予想から変わらない。 

 
Q）対ユーロで円安が進んでいるが、通期業績に与える影響は。また、利益における感応度について

も教えてほしい。 
A）期初想定レートの1ユーロ＝160円に対し、足元では円安になっている。今後の為替動向について

は見通しが難しいが、円安が進むと利益の押し上げ要因となる。対ユーロでの感応度については、
2024年度実績では、1円円安になると年間で10億円の利益押し上げ効果があった。 
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 P&S（プリンティング＆ソリューションズ）事業 
Q）米国関税政策への対応策としての値上げの状況は。また、追加での値上げ余地はあるか。競争

環境の変化もあれば教えてほしい。  
A）7月から、レーザー・インクジェットともに本体・消耗品の値上げを実施している。値上げ幅は製品ごと

に異なるが、均すと10％程度。同業他社においても、同水準での値上げを行っており、競争環境に
大きな変化は見られない。足元での市況悪化は見られないが、先の見通しは難しく、秋以降の商
戦期を含め状況を見定めたい。 

 
Q）対前年で売上が増加したにもかかわらず、事業セグメント利益の増減分析において「売上増減

等」でP&S事業がマイナスになっている理由は。 
A）事業セグメント利益分析の「売上増減等」の項目には、数量増減や製品ミックスの変化以外にも、

ほかの項目に当てはまらないさまざまな要素が含まれている。主な要因としては、米国関税政策の
影響でさまざまな生産・出荷調整を行った結果、売上構成が変わり、本社や工場における損益が
一時的に悪化したことが挙げられる。これは期中で解消し、年間の利益計画には影響はしない見通
し。 

 
Q）今年度の売上については、期初時点では、製品本体はレーザーが横ばいでインクジェットが増

加、消耗品は増加、という見通しだったが、状況は。また、市況悪化の影響で下振れるリスクは
ないか。 

A）現時点では通期の見通しは変えていない。 
消耗品は比較的堅調で、社内計画を上回って推移している。製品本体は、市況が軟調な欧州で
リスクがあるものの、挽回に努める。米国での値上げおよび値上げにともなう販売台数の減少は計画
に織り込み済み。市況悪化は現時点で見られないが、引き続き注視していく。 

 
 マシナリー事業 
Q）工作機械の第1四半期の受注が順調に回復しているようだが、地域や業種ごとでどこがドライバ

ーとなっているのか。  
A）内需が苦戦していることを除けば、全ての地域で伸びているが、その中でもドライバーとなっている地域

は中国。業種としては、EVを含む自動車での投資が旺盛。自動車以外では、チップマウンター製造
用の金属部品加工や、当社がこの数年で投入した新製品によりリーチできるようになった医療・航空
機関係の受注も増えている。米国関税政策の影響で、5月頃に受注抑制の動きが見られたが、中
国では回復している。 

 
Q）第1四半期の利益率が対前年で大きく改善した背景は。第2四半期以降、売上はさらに増加す

る計画だと思うが、利益率がもう一段上がる可能性はあるか。 
A）産業機器の売上増によるところが大きい。社内計画比でも利益は上振れたが、要因は米国関税政

策への対応策として経費コントロールを行ったことと、経費が後ろ倒しとなったためであり、年間での利
益見通しには変更はない。 
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●IP（インダストリアル・プリンティング）事業 
Q）産業用プリンターの競争環境が厳しくなっているとのことだが、詳しく教えてほしい。 
A）ガーメントプリンターを中心とする産業用プリンターについては、昨年度の後半から事業環境が厳しく

なっている。当社は DTG（Direct to Garment）という印刷方式だが、DTF（Direct to Film）
という印刷方式の製品が市場での勢いを増しており、DTG のシェアが低下している。加えて、昨年の
第 1四半期は大口案件があったため、対前年でのマイナスが大きくなっている。 

 
以上 


